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 本研究では，交通需要マネジメントの心理的方略TFPの定義を明確にし，コミュニケーション方法の差

による手法の相違を整理した上で，分類を行った．既存のTFP事例は，個々人の交通行動へのアドヴァイ

スやフィードバックの方法から，①転換意向別アドヴァイス型，②個別アドヴァイス型，に大別する事が

できる．本研究では，これらの方法を用いた事例をレビューし，TFPの効果を把握するとともに，TFPに
社会心理学の知見を取り入れ，今後，実務的にもより効果的なTDM施策へと発展させるための方向性を示

唆する． 
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１．はじめに 
 
（1）交通問題とライフスタイル 

 今なお続くモータリゼーションの進展とともに，

都市部の交通渋滞は時間や機会の損失など社会経済

活動に深刻な影響を与え続けている．また近年は，

大気汚染やCO2排出による地球環境問題の原因とし

ても自動車の悪影響が取りざたされている．これら

の自動車に起因する問題を緩和あるいは解決するた

めに，①環境負荷の少ない自動車の開発，②新規道

路やバイパス整備などによる交通容量の拡大，③自

動車走行台数の総量の抑制，などの様々な政策が各

地で実施されている．しかし低公害車の開発や普及

には少なくとも中長期的な時間が必要である上に，

普及したとしても発電時のCO2の排出を勘案すれば

抜本的な解決策とは言い難いだろう．また，交通容

量の拡大施策についても，空間･費用の制約から，

特に交通渋滞や大気汚染が深刻化している都市部に

おいては限界に近づきつつある．これらの問題を危

急と捉えるならば，今，我々が真っ先に取り組まな

ければならないのは｢自動車走行台数の総量の抑制｣

つまり交通需要マネジメント(TDM)であろう．この

方法は，これまでにもP&R駐車場の建設など交通イ

ンフラサービス水準の変更という形で実施されてき

たが，その車両抑制効果は，要求される水準にはほ

ど遠い状況にある．TDM施策が遅々として進まな

い理由の一つとして， 
｢TDM施策は，低公害車の開発や交通容量の拡大

施策と異なり，一般の自動車利用者の施策への協

力が不可欠である｣ 
という点が挙げられる．一般の自動車利用者を対象

に交通手段の転換を要請あるいは誘導する施策の困

難な点は，ある程度個々人のライフスタイルに踏み

込むものであるから慎重に実施しなければならない

という点にある．それに加えて，自動車の利便性に

慣れた利用者は自動車が必ずしも合理的で経済的で

ないにも関わらず自動車利用に固執する傾向がある

ことなどが考えられる．つまり，自動車利用抑制施

策が進まないのは，自動車利用が有利となるような

交通環境の構造に原因があるばかりではなく，自動

車以外の選択肢を持とうとしない，あるいは持って

いても気づかない，さらには気づいていても自動車

の優位性を疑わない，といった人々の意識の側に本

質的な原因が存在するからである． 
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自動車の優位性を信じて疑わない人々の意識は，

次のような理由により形成されるものと考えられる．

交通渋滞問題と排気ガスによる環境問題は，マクロ

な視点で見ると，加害と被害，つまり｢自動車によ

る利便性の追求｣と｢環境負荷の増大｣がトレードオ

フの関係にある場合が多い．そのため加害と被害の

因果関係に人々が気づきにくく，気づいたとしても

代替手段の情報が不足しているため，解決に向けた

具体的な行動を起こしづらいと考えられる．また，

｢私の行動は，間違っていないだろう．だから自動

車を利用する自分は社会や環境にも悪影響を与えて

いないにちがいない．間違っていない私が利用する

自動車は，そんなに悪いものではない．｣という自

己正当化の心理 1)も影響しているかもしれない．し

たがって被害を最小限にとどめるための何らかの規

制的施策の実施とともに，人々がそれらの因果関係

に気づき，自らの行動を振り返って｢自分ひとりく

らいが無駄な自動車利用をしても問題ではない｣と

の認識を改め行動に移す｢意識（態度）の変容｣がお

こらない限り，この問題の解決は望めないのではな

かろうか． 
 

（2）社会的ジレンマとしての交通問題 

 このように，交通問題の抜本的な解消を図るため

には，人々の意識の変容が必要であると考えられる． 
しかし，そうした視点で交通問題を解消するための

交通施策を検討するためには，どのような枠組みで

交通問題を捉えるべきなのであろうか． 
 この点について，藤井2)3）は，人間を利己的かつ

合理的な個人と見なす経済学的枠組みで交通問題を

捉えるのではなく，倫理的，かつ，社会的な個人と

見なす，社会心理学的枠組みで，交通問題を捉えな

おすことが必要であることを主張している．そして，

とりわけ，交通問題解消の糸口を探るためには，

｢社会的ジレンマ｣として問題を捉え直すことが有効

であることを指摘している． 
 ここに，社会的ジレンマとは，藤井2)の定義によ

れば， 
 

個人利益の最大化行動と公共利益の最大化行動の

いずれかを選択しなければならない社会状況（p. 
42） 

 

とされている．また，これを，交通問題，とりわけ

自動車を抑制する施策(TDM:交通需要マネジメン

ト)の導入問題に当てはめて，以下のように言い換

えている． 

 

全員が自らの行動変化を避けるためにTDMの受け

入れを拒否した場合(逃避行動)の公共利益の方が，

全員が多少の行動変化を許容してTDMを受け入れ

た場合(協力行動)の公共利益に比べて，低くなる

状況（p. 42） 

 

ここでいう｢公共利益｣とは，例えば，短期的･局

所的には自動車混雑による移動時間の増大，中期

的･広域的には大気汚染による健康問題，そして長

期的･地球規模的には地球温暖化と資源枯渇の問題

などの諸問題を緩和低減することとされており，現

在の交通問題は，まさに社会的ジレンマの一つと見

なすことができる． 
 

（3）本研究の目的 

 さて，藤井2)は社会的ジレンマの解消方略として

｢構造的方略 (structural strategy) ｣と｢心理的方略

(psychological strategy)｣の二つがあることに言及し

ている． 
構造的方略とは，法的規制により逃避行動を禁止

する，逃避行動の個人利益を軽減させる，協力行動

の個人利益を増大させるなどの方略により，社会的

ジレンマを創出している社会構造そのものを変革す

る方法である． 
心理的方略とは，個人の行動を規定している，信

念，態度，責任感，信頼，道徳心などの心理要因に

働きかけることで，社会構造を変革しないままに，

自発的な協力行動を誘発する方法である． 
先に，交通問題の抜本的な解消を図るためには，

人々の意識の変容が必要である，と述べた．このこ

とはすなわち，交通計画において，心理的方略を具

体的に検討することがいま，直ちに望まれている，

ということに他ならない． 
本研究ではこの認識の下，TDMの心理的方略に

着目する．そして，心理的方略の中でも，とりわけ，

ヨーロッパ，オーストラリアなどの海外で一早く提

案され，また，わが国でも札幌を始め，いくつかの

都市で，実務的・実際的な実績が積み重ねられてき

ているトラベル・フィードバック・プログラム（以

下，TFP[Travel Feedback Program]と呼称）に焦点を

当てる．そして，TFPにおけるコミュニケーション

方法の差による手法の相違を整理した上で，分類を

行う．その上でこれらの手法を用いた事例をレビュ

ーし，TFPの効果と課題を把握するとともに，今後，

TFPに社会心理学の知見を取り入れ，実務的にもよ

り効果的なTDM施策へと発展させるための方向性

を示唆することを目的とする． 
本研究の構成は以下の通りである．まず2章で

TFP の定義を明確にし，分類を行う．3章ではこれ

らの手法を用いた事例をレビューし，TFPの特徴や

課題を述べる．4章では，今後実務的にもより効果

的なTDM施策へと発展させるための方向性を示唆

する． 
 
 
２．TDMの心理的方略TFPの定義と分類 

 

(1)TDMの構造的方略と心理的方略 

これまでのTDMを含めた交通施策は，交通の環

境を何らかの形で改変することに主眼がおかれてき
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た．例えばロードプライシングや通行規制など規制

によるもの，P&R駐車場の整備，公共交通料金の割

引などである．これは社会構造そのものを変革する

という意味で，先に述べた｢構造的方略｣である．

一方，社会構造を変革せずに個人の良識に働きか

けることで自発的な交通行動変更を促す施策｢心理

的方略｣は，例えば，公共交通機関の具体情報提供，

交通問題のキャンペーンや教育などがある．  
そして，藤井2)はこうした分類を行った上で，構

造的方略には財源不足や人々の合意形成の問題な

ど，本質的な問題点がいくつか潜んでいる点，な

らびに，心理的方略は，その有効性が従来の社会

心理学を中心とした社会科学研究の中で繰り返し

実証されているにも関わらず，これまでの都市計

画･都市政策の文脈の中でほとんど利用されてない，

という二点の理由から，心理的方略を都市計画･都

市政策の一つのプログラムとして位置づけることが

極めて重要であることを主張している． 
構造的方略のみで社会的ジレンマとしての交通問

題を解消できない理由としては，様々なものが挙げ

られる．たとえばP&R駐車場を作るにしても，鉄道

駅の周辺にそのような土地を見つけることは困難で

あろうし，莫大な費用がかかることは容易に想像で

きる．あるいは，ロードプライシングなどの規制的

な施策を実施する場合，人々の合意を得ることが困

難であり，また人々が行政に対して否定的な態度を

とる状況を創出しかねない．処罰を伴う規制的な施

策は，自発的な協力行動を妨げる可能性もあるし，

なにより人々がそれを受け入れないという危惧があ

る．このように構造的方略に頼るのみでは，社会的

ジレンマの根本的な解決は望めないという事態が予

想される． 
このような事態を打開する方法の一つとして，心

理的方略，すなわち人々の自主的･自発的な協力意

識，公共心の活性化が挙げられる．これまでの都市

交通計画においても，ポスターやチラシ，コマーシ

ャルなどの媒体を通じて自動車利用抑制の呼びかけ

がなされてきたが，それらの有効性については疑問

を抱かざるを得ない．これは適切な場所，時期，方

法を熟慮せずに，キャンペーンや呼びかけが為され

たことも一因であると考えられる．よって，社会的

ジレンマとしての交通問題を解消するためには，適

切な心理的方略とは何か，どのような方法がどの程

度効果的なのかについての知見を積み重ね，施策と

して実施していくことが重要となる． 
 

(2)心理的方略としてのTFPの定義 

藤井4)，5)は，非協力行動から協力行動への行動変

容を導く心理的方略の諸方法を，次の3つの方法に

分類している． 1）事実情報提供法：事実情報を提

供し，協力行動に不利な認知的誤謬，あるいは，非

協力行動に有利な認知的誤謬を矯正し，協力行動を

誘発する方法，2）経験誘発法：協力行動の経験を

持たせることにより，協力行動についての態度を肯

定的な方向に変容させることで，持続的な行動変容

を期待する方法，そして，3）コミュニケーション

法：言語的なコミュニケーションを通じて，「協力

行動をすべきだ」と考える道徳意識，「協力行動を

しよう」という行動意図，あるいは，「協力行動を

具体的にこういう風にしよう」という実行意図等の

いくつかの心理要因に働きかけることを通じて行動

変容を期待する方法，の3つである． 
この中で，コミュニケーション法によって行動変

容を期待する場合，いくつかのコミュニケーション

技術を組み合わせたプログラムが実施されることに

なる．例えば，1）自動車利用の環境への影響をデ

ータと共に指摘することで自動車利用を抑制する意

図を活性化すると同時に，2）具体的に自動車利用

を抑制するために必要なアドヴァイス情報を提供す

る，等のコミュニケーション・プログラムがその一

例である． 
ここで，藤井5)によれば，コミュニケーション・

プログラムを構成する際に用いられるコミュニケー

ション技術として，次のようなものが挙げられてい

る[1]． 
 

①依頼法：非協力行動が公益を低減すること，あ

るいは，協力行動が公益を増進することを理

由として，一人一人の協力行動が必要とされ

ていることを述べ，協力行動を呼びかける方

法． 
②アドヴァイス法：協力行動を実行するとしたら

どのようにすべきか，についての情報をアド

ヴァイスとして提供する方法．一人一人の行

動パターンや属性を加味した上で，個別的な

アドヴァイスを行う個別アドヴァイス法と，

非個別的な一般的アドヴァイス情報を提供す

る集団アドヴァイス法の2つに分類される． 

③行動プラン法：「協力行動をするとしたら，ど

のような行動をするか」という行動プランの

策定を要請し，それを具体的に記述してもら

う方法． 
④フィードバック法：複数接触を図るコミュニケ

ーションにおいて，過去のコミュニケーショ

ンで得られた情報をフィードバックする方法．

各人の行動情報を個別的にフィードバックす

る個別フィードバック法と，人々の行動傾向，

行動意図 実行意図 行動

依頼法 
フィードバック法 

「いつ, どこで, こういうふう

にバスを利用しよう」 

行動プラン法 

アドヴァイス法 

「バスを利用しよう」 例）

図 1 コミュニケーション技術が行動変容プロセスに及

ぼす影響 

例） 
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心理傾向を表す集計データをフィードバック

する集団フィードバック法の2つに分類される． 

 

ここで，図1に協力行動への行動変容プロセス3), 4), 5) 
において，以上に挙げたコミュニケーション技術が

どのような影響を及ぼすかを示す．まず，依頼法は，

「協力行動をしよう」という協力行動を実行するた

めの動機の強度，“行動意図”を活性化することが

期待される．しかし，図1が含意するように，協力

行動の行動意図が活性化されたとしても，人々は実

際に協力行動を実行するとは限らない．なぜなら，

「いつ，どこで，どういう風に」協力行動を実行す

るのか，という具体的な行動プランが不在のままで

は，いかに協力行動を実行しようとしたとしても，

協力行動の実行に失敗してしまうからである．それ

故，人々が実際に協力行動を実行するためには「い

つ，どこで，こういう風に協力行動を実行しよう」

という行動プランを自ら策定し，そして，それを現

実に実行しようとする意図，“実行意図”が形成さ

れなくてはならない．この実行意図の形成を支援す

るのが，アドヴァイス法と行動プラン法である．こ

の中でも，アドヴァイス法は，個別的なものにしろ

集団的なものにしろ，行動プランの策定を間接的に

支援するものである．その一方で，行動プラン法は，

直接的に行動プランの策定を要請するものである．

それ故，アドヴァイス法よりも，行動プラン法の方

が実行意図が形成される可能性が高いものと予想さ

れる． 
 さて，最後にフィードバック法の中でも特に，個

別フィードバック法には，協力行動をしよう，と努

力した人々が，その努力を持続的なものとする効果

が期待される5)．それ故，個別フィードバック法に

よって，行動変容の動機，すなわち，行動変容の行

動意図を持続的に活性化する効果が期待される．例

えば，ダイエットを心がける個人が，持続的に自ら

の体重を一定に保つためには，体重計による自分自

身の体重についての個別的なフィードバック情報が

不可欠である．それと同様に，環境に配慮した交通

行動を心がける個人にとっては，自らがどの程度

CO2を排出しているのか，というフィードバック情

報が有効なのである． 
さて，以上に述べたいくつかのコミュニケーショ

ン技術を組み合わせてコミュニケーション・プログ

ラムを構成するにあたって，一度だけ接触するのか，

それとも，複数回接触するのか，に依って，構成さ

れるコミュニケーション・プログラムは大きく異な

ったものとなる．なぜなら，複数回接触するコミュ

ニケーションでは，施策実施者と人々の間で双方向

の情報のやり取りができ，人々の行動パターンや属

性に応じて個別的な対応をとることができる一方で，

接触回数が一回だけの場合には，そうしたやりとり

ができなくなるからである．それ故，接触回数が一

回だけのコミュニケーションの場合には，上述の個

別アドヴァイス法と個別フィードバック法を含めた

コミュニケーション・プログラムを構成することが

できない．しかし，複数回の接触によって双方向の

情報のやりとりを前提とする場合には，上述のいず

れのコミュニケーション技術をプログラムに導入す

ることも可能となる． 
本研究では，心理的方略としてのコミュニケーシ

ョン・プログラムの中でも，複数回の接触によって

双方向のコミュニケーションを保証し，人々の行動

パターンや属性に応じて個別的な対応が可能な種類

のコミュニケーション・プログラムを，トラベル・

フィードバック・プログラム（TFP）と定義するこ

ととする．すなわち， 
 

TFP（トラベル・フィードバック・プログラム） 

人々が，自動車利用抑制などの協力的交通行動を

自主的に実行するようになることを目的として，

依頼法，アドヴァイス法，行動プラン法，フィー

ドバック法などのいくつかのコミュニケーション

技術を組み合わせることにより構成された，複数

回の接触と双方向の情報のやりとりを前提とした

コミュニケーション･プログラム． 
 

(3)TFPの分類 

さて，TFPは複数のコミュニケーション技術の組

み合わせとして定義されるものであるため，その種

類はその順列組み合わせの数となる．それ故，様々

なTFPを構成することが可能である．ただし，これ

までに提案され，実際に適用されてきたTFPはいま

だその種類も数も限られたものであり，おおよそ，

次の二つに分類される． 
 

a)転換意向別アドヴァイス型TFP 

最初の接触において，自動車利用から非自動

車利用への転換の意向を調査し，その結果に

応じて人々をいくつかのグループに分類し，

それぞれのグループに応じて異なる方針でア

ドヴァイス情報を検討し，それを提供するこ

とで自動車利用から非自動車利用への転換を

促進することを目的としたTFP．依頼法と集

団および個別のアドヴァイス法を中心として

構 成 さ れ る ． IM 法 （ Individualised 
Marketing ） 9) や ， ト ラ ベ ル ・ ス マ ー ト

（TravelSmart）10）において地域住民，や学校

の児童を対象に実施されたTFPが挙げられる． 
 

b)個別アドヴァイス型TFP 

最初の接触において，人々の交通行動パター

ンを調査し，それに基づいて自動車利用削減

の具体的かつ個別的なアドヴァイスを政策実

施者が検討し，それを各人に提供するTFP．
プログラムの最後に，コミュニケーション・

プログラムの過程でCO2がどれほど減少した

のか，の情報も政策実施者から被験者にフィ

ードバックする．依頼法，個別および集団の
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アドヴァイス法に加えて個別フィードバック

法を中心として構成される．TB法（Travel 
Blending法） 11) 12)や札幌TFP13 ）－ 20 ），金沢

TFP21），大阪TFP22）が既往の研究として挙げ

られる． 
 
以下，3章ではa)，b)の事例をレビューする．な

お，TFPを分類する方法として，対象者によって分

類する方法も考えられる．すなわち，学校教育の現

場において児童・生徒を対象として用いられる「学

校教育型TFP」，地域住民を対象として実施される

「地域型TFP」である． 
 

３．TFPの既存事例 

 

2章におけるTFPの定義と分類に沿って，事例のレ

ビューを行う6) 7) 8)． 

(1)転換意向別アドヴァイス型TFP 

転換意向別アドヴァイス型TFPとして,ドイツとオ

ーストラリアの事例を以下に述べるが,これらはい

ずれもIndividualised Marketing(以下IM法)を用い

た実践である9). 

a)ドイツにおけるIndividualised Marketing  

 ドイツにおける事例では9),まず対象者に電話をか

け,自動車から公共交通機関への転換に興味がある

か,現在公共交通機関をどの程度利用しているかを

判断し, “I”(interested households：転換に興味有

り), “R”(regular users of public transport：公共交通

利用者), “N” (non-interested households：転換に興

味なし)の3つのグループに分類する.このうち,公共

交通機関への転換見込みが薄いと判断された“N”

グループに対しては,その後の接触は行わない.転換

の見込みのある“I”と“R”グループについては,
再度電話で専門家が具体的な公共交通機関情報を提

供し,要請があれば自宅を訪問することもある.また,
公共交通機関利用のきっかけとするため, “I”グル

ープには公共交通機関の無料テストチケットを提供

している. “R”グループは既に公共交通機関を利

用しているので,テストチケットの提供は行なわな

い. 
Baunatal市などドイツ国内の複数の都市において

IM法を実施した結果, “I”グループの年間公共交通

利用頻度が1～2割増加し, “R”グループは3～4割
増加し,公共交通機関への満足度も向上したとされ

ている.さらに,費用便益分析も行っており,IM法の便

益は費用をしのぐという結果が得られている. 
 

b) TravelSmart 

 西オーストラリア州では,交通運輸省がパース都

市 圏 の 交 通 戦 略 (MTS: Metropolitan Transport 
Strategy)の中で人々の交通行動変容をターゲットの

一つとして設定している10).そして自発的交通行動

変更プログラムの概念をトラベル・スマート

（TravelSmart）と名付けている. 

TravelSmart は対話型のマーケティング手法と自

主活動に大きく分類され,対話型マーケティング手

法ではIM法をツールとして利用している.自主活動

は主に地域コミュニティが独自に行う活動で,地方

自治体や学校などでの取り組み事例がある. 
対話型マーケティングは，前述のIM法とほぼ同

じプロセスで実施された．まず被験者にアンケート

に協力してもらえるか否かを問う手紙を出し，協力

すると答えた被験者にのみ電話にて簡単な質問を行

う．電話での質問内容は，公共交通機関の利用頻度

や，自家用車から公共交通機関への転換に興味があ

るか否かなどである．そして公共交通への転換に興

味のある人にのみ，バスや電車など被験者本人が興

味のある公共交通機関のきめ細かな情報提供等の接

触を行う．情報提供は，原則として被験者本人が臨

む情報のみとされており，例えばバスの時刻表や

Free Ticket(4週間分)，自転車専用道路のルートマッ

プ，歩くための日焼け予防ガイドブック，等がある
23)． 
パース都市圏での実践により，TravelSmart前に

80%あった自動車利用が5%削減し，徒歩，自転車

利用が増加するという効果があったとされている．

またパース都市圏の60万人が参加したとすると，１

人あたり約 2,800 円の費用となり， 15 年間で

A$ 1billion=約600億円（B/C=約30）の費用便益があ

るとの試算がなされている． 
自主活動のなかに，学校教育型TFPとして，2000

年度に9つの小学校を対象としたプロジェクトの事

例がある. TravelSmart 実施中の自動車トリップは実

施前に比べて34%減少し,実施後においても9%減少

していたとの結果が報告されている .学校教育型

TravelSmartのキットとしては, TravelSmart実施前,実
施中,実施後の3回×1週間(5日間),どの交通機関で学

校に通ったかを記入用紙にシールを貼って記録する

シートがある.また交通機関別のトリップ回数を自

分でグラフにしたり,車利用削減目標を記入するた

めの児童と保護者の同意書(約束覚え書き)のシート

がある.これらはインターネットから自由にダウン

ロードして利用できる. 
 

c)転換意向別アドヴァイス型TFPの特徴と課題 

 a)，b)に述べた転換意向別アドヴァイス型TFPの
事例は，いずれも被験者を分類し，行動変容の見込

みが高い被験者にのみ接触を行うことにより，全て

の被験者を対象とするよりも調査の手間や費用が削

減できるという特徴がある．また事前調査により，

個々人の現状に応じた適切な情報やアドヴァイスを

提供することができるという利点もある． 
反面，事前調査の結果によっては，この調査のタ

ーゲットとなり得ない層がある．これらの層はクル

マのヘビーユーザーであり，環境的な要因で行動変

容が不可能な場合と，ただ単に現在のクルマ利用習

慣強度が強すぎて行動変容に至らない場合があると

考えられる．前者の行動変容を促すことは心理的方
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略のみでは困難かもしれないが，後者の行動変容は，

適切な心理的方略を施策として実施すれば可能かも

しれない．あるいはもしかすると，この転換意向別

アドヴァイス型で無視される層が，社会的ジレンマ

としての交通渋滞や環境問題を解決するための鍵と

なる層かもしれない．一例を挙げると，山岸24)は，

社会的ジレンマにおいて非協力行動を行う人々(無
視される層の人々)が社会全体に占める割合により，

協力行動を行う人々の割合が左右される(依存して

しまう)場合もあることを指摘している(頻度依存行

動)．このように，コストのみを考えるのではなく

長期的な視点に立つと，この無視される層を切り捨

てることは好ましくない結果を招く可能性もある．

これが転換意向別アドヴァイス型の限界と課題であ

ると考えられる． 
 

(2)個別アドヴァイス型TFP 

a)Travel Blending Program (TB法) 

 南オーストラリア州では,自発的な交通行動変容

とまちづくりを含めた地域コミュニティの活性化を

目指したLiving Neibourhoodsと呼ばれるプロジェク

トを実施している11) 12).この中で交通行動変容を目

的に地域型TFPのツールとして利用されているのが

Travel Blending Program(以下TB法)である. 
この手法は,1994年にシドニーオリンピックに向

けた大気環境改善プロジェクトClean Air 2000で試

験的に実施された.その後,EUのCAMPARIEプロジェ

クト25)の一貫としてリーズ(英)とノッティンガム

(英)で,1996年からアデレード近郊(豪州)において実

施されている.この中では，アデレードにおけるプ

ログラムが最も進んだ事例とされている. 
TB法の特徴は,ダイアリー調査(7日間)→結果のフ

ィードバック→ダイアリー調査(7日間)→結果のフ

ィードバックという順に,2回のダイアリー調査とフ

ィードバックを繰り返すことである.このダイアリ

ー調査は,自らの行動を振り返る機会を提供するた

めのもので,フィードバックは交通行動を変更する

ための具体的情報を提供するためのものである .
個々人へのフィードバックの中にあるコメントは,
まず対象者の交通行動の良いところを探してほめる

こと,その後,具体的な交通行動変更方法を提案する

ことを原則としている. 
アデレード(豪州)における1998年のプロジェクト

では,最終的に212世帯を対象としている.効果として

は,自動車運転のトリップが約10%減少し,バスのト

リップが約15%増加したと報告されている.また,TB
法と並行して地域の製品,サービスを掲載したパン

フレット作成や,新しいカラフルな街角表示,バス停

を設置するなど地域に密着した活動が行われている. 
 

b)2000年度札幌におけるTFP 

200 年度札幌における TFP(以下，札幌 TFP と略

記)は，1999 年度のパイロットテストと 2001 年度の

効果継続性検証調査を合わせ，3 カ年にわたり実施

された 19)． 
まず，1999 年 11 月～3 月にパイロットテストと

して 37 世帯 66 名を対象に最初の TFP を実施した
20)．調査結果の分析より，乗用車の交通機関分担率

が約 1 割減少し，公共交通機関の分担率が増加した

という効果が確認された．このパイロットテストに

おいて明らかになった課題を解決するため，TFP の

調査票やパンフレット，診断カルテコメント作成エ

キスパートシステム構築 13)など，プログラム手順

の見直しを行った．プログラム手順の見直し後，

2000 年 8 月～12 月に 219 世帯 599 名を対象に TFP
を実施した．対象コミュニティは 2 つの町内会 (地
域型)と，小学校 5 年生 1 クラスの児童と保護者(学

校教育型)であ表 1 札幌 TFP の基本手順 
 

ステップ   イベント   呼 称 
 

1 7 日間のダイアリー調査 (ダイアリー1) 

2 フィードバック  (診断カルテ) 

3 7 日間のダイアリー調査 (ダイアリー2) 

4 フィードバック  (最終診断カルテ) 
 
 
った．2000 年度プログラムの実施後，結果分析よ

り実施直後の効果の把握を行った．そして 1 年後の

2001 年度，TFP の効果が 1 年後も継続しているか否

かを検証するための効果継続性検証調査を行った
16) 17) 18)． 
札幌TFPは，地域型プログラムと学校教育型プロ

グラムの2つを並行して実施したが，基本はTB法同

様，表1に示す4つのステップで構成されている19)． 
地域型プログラムにおいては，ステップ 1 の前に

住民説明会を実施し，学校教育型プログラムについ

ては，要所にワークショップを兼ねた授業を 3 回行

った．また，プログラム手順や調査票･パンフレッ

ト･診断カルテ等について検討するため，行政，地

域代表者，小学校教諭，事務局で構成した研究会を

3 回開催した． 
 札幌 TFP で新たに開発し，使用したキットは大

きく 4 つ(①趣旨説明用パンフレット，②ダイアリ

ー調査票，③診断カルテ，④最終診断カルテ)であ

った 19)．①趣旨説明用パンフレットは，プログラ

ムの背景･目的と手順を被験者にわかりやすく伝え

るためのものである．目的の理解がなければ交通行

動変容も起こり得ないからである．パンフレット作

成にあたり，特に留意した点は，子どもから大人ま

で理解できるようわかりやすく，かつ被験者に敬意

をはらった文言を用いること，個人の自動車利用を

妨げるためのプログラムではないこと，一人一人が

できる小さなことから生活や環境を変えていくこと

を提案することの 3 つであった．また，②ダイアリ

ー調査票についても，被験者の負担をできる限り減

らすため，記入しやすく携帯しやすいよう留意した．

③診断カルテは，本プログラムにおいて交通行動変

容を促すための最も重要なポイントとなる個人への

フィードバックである．この内容如何によって被験
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者のモチベーションを大きく左右することが予想さ

れる．特に個人の交通行動へのアドヴァイスとなる

コメントは，言葉の使い方一つで被験者の行動変容

への動機付けになりうる反面，反発を買うことも予

想され，適切かつ効果的なコメントとなるよう開発

したエキスパートシステムを用いて決定した．その

際，可能な限り長所を探し誉め言葉から始めること，

公共交通への転換を強制するのではなく「1 週間に

1 度だけ天気の良い荷物の少ない日」など「自分に

もできそうだ」と思わせるようなものとすること，

の 2 点に留意した．④最終診断カルテは，ダイアリ

ー1 とダイアリー2 の交通行動の変化を比較し，自

分の交通行動がどのように変化したのかを理解して

もらうためのものである．できる限り視覚的に理解

できるよう交通機関毎に第 1 回調査と第 2 回調査の

CO2 排出量をグラフ化している． 
札幌TFPの実施直後の効果として，自動車トリッ

プ削減と公共交通機関や徒歩の増加，また学校教育

型における児童の意識変化が挙げられている．札幌

TFPでは，全体として自家用車(運転)のトリップが

約5%減少し，路線バスとJRのトリップがそれぞれ

15%と4%増加していた．また，交通行動を環境負

荷という観点から原単位を乗じたCO2排出量として

便宜的に比較した結果，全体として16.3%の削減効

果があった．また，小学校の授業中の発言とアンケ

ート自由回答における児童と保護者の意識変化より，

診断カルテ配布後や，TDMの説明後に児童の意識

が大きく変化しており，プログラムの最後には，プ

ログラム前と比較して環境意識が高まっていること

が示された．これらはTFPのTDMとして，また交

通･環境教育としての有効性を示唆していると考え

られる． 
 札幌TFPの実施から1年後，効果の継続性を検証

するために，TFPの参加世帯と不参加世帯を対象に

交通と環境問題に関する意識調査を行った16) 17) 18)．

調査は，社会心理学における｢規範活性化理論｣26)と，

国内外の環境教育の専門家に頻繁に用いられる｢環

境教育の6つの目標｣27)を計測する心理指標を作成し，

質問紙を用いて実施した．調査対象者は，2000年度

札幌TFPを実施した3つのコミュニティのうち，あ

いの里地区と小学校(児童と保護者)のTFP参加世帯，

不参加世帯とした．実施時期は，2000年度調査の1
年後の2001年12月～1月であった．配付回収率を表2
に示す． 
 ｢規範活性化理論｣は，援助行動や利他的行動の審

理過程を記述する理論であり，環境に配慮した自動

車利用抑制行動は，この理論で記述可能であると考

えられる．この分析の枠組みでは，規範活性化理論

で想定される自動車利用が生じる心理プロセスのい

ずれかの心理要因にTFPが働きかけることによって，

自動車抑制行動が誘発されるものと考え，探索的に

分析を行った．その結果，各心理要因の平均値の検

定と階層重回帰分析の両方から，TFPが環境配慮行

動を実施後一年を経ても誘発していることが示され

た．また，環境配慮行動は，自動車利用習慣に大き

な影響を受けており，今後，施策として交通行動変

容の方略を考えるにあたっては，習慣強度を十分に

考慮する必要があることが示唆された． 
 ｢環境教育の6つの目標｣は1975年ベオグラードで

開催された環境教育専門家会議において制定された

ベオグラード憲章の中に挙げられており，環境教育

の理論的規範とされている．これを計測する心理要

因を作成し，札幌TFPの小学校における意識変化の

効果が持続しているか否か，さらに授業を受けた児

童と家族の効果の差異を検証した．その結果，｢環

境教育の6つの目標｣の各心理要因の平均スコアには，

TFP参加vs.不参加で有意な差があった．さらに児童 
と家族の比較より，家族のTFP参加有無による平均

スコアの差よりも，児童のそれの方が大きいことが

明らかになった．このことは，TFPは特に小学生に

効果があった可能性を示唆している． 

 

c)2001年度金沢におけるTFP 

 金沢におけるTFP実験(以下，金沢TFPと略記)は，

対象コミュニティを事業所とし，各事業所の従業員

1名を被験者と直接やりとりするコーディネーター

として設定した地域型の事例である21)．(実験主体

である金沢市は，被験者とは直接対話を行なってい

ない．)このコーディネーターを核として従業員お

よびその家族の交通行動を集約することができれば，

コーディネーターの養成次第で被験者を増やすこと

ができるかもしれない．金沢の事例では，将来的に

は事業所単位でダイアリーデータの解析･アドヴァ

イスを行うことを目標としている． 
 プログラムの手順は，b)2000年度札幌における

TFPとほぼ同様で，参加した事業所は10社，50世帯，

106名での実験であった． 
TFP実施後の交通機関分担率の変化をみると，自

動車利用については顕著な差がみられなかったが，

バスと自転車の分担率がそれぞれ1.3%，3.2%増加

していた．また被験者を①普段から環境配慮交通行

動を実施している人，②ダイアリー2で環境配慮交

通行動を実践した人，③環境的要因などで環境配慮

交通行動が不可能な人あるいは工夫･努力が見られ

ない人，の3つのカテゴリーに分類し，それぞれ交

通機関別利用時間に原単位を乗じて算出したCO2排
出量を比較している．この結果，カテゴリー①が

6.0%減，②は23.7%減，③は45.0%増となっている．

このことからカテゴリー②に多い30～50代の男性に

はCO2削減促進を，それ以外の①･③のカテゴリー

表 2 札幌 TFP 効果継続性検証調査 配布回収率

  配布数  回収数 回収率 

       (世帯数) (人数)  (人数) 

小学校  参加  37 127   78  61.4% 
 不参加  40 160   53  33.1% 
あいの里  参加  40 120   61  50.8% 
 不参加  150 450   80  17.8% 

 
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には，少なくとも現状維持を呼びかけることにより

効率的な施策となりうるとされている． 
 また，コーディネーターへのヒアリングとアンケ

ート調査より，事業所全体としてTFPに取り組むこ

とによりコーディネーターとしての活動が行いやす

くなる可能性があること，個々人のプライバシーに

深く関わることから，従業員のみならず家族の交通

行動まで把握しアドヴァイスする事に対して不安を

感じるとの意見があった．そして，事業所単位での

TFPは通勤通学の交通行動を主な対象とし，そこで

の意識変化を間接的に日常生活につなげていくとい

う手法の検討も必要であると結論付けられている． 

 

 

d)2001年度大阪におけるTFP 

大阪におけるTFP実験(以下，大阪TFPと略記)は，

被験者の負担を減らしTFPへの参加率を高めるため，

ダイアリー調査期間短縮の検討を行った地域型の事

例である22)． 
実験は，統制群を含めて以下の4群を設定して行

われた．①ダイアリー調査;1週間，フィードバック

有り(1週提供群)，②ダイアリー調査;1週間，フィー

ドバック無し(1週統制群)，③ダイアリー調査;1日，

フィードバック有り(1日提供群)，④ダイアリー調

査;1日，フィードバック無し(1日統制群)．各群への

割り当ては，1回目のダイアリー調査を回収した後

に，グループ間で1回目のCO2排出量に大きな差が

生じないよう配慮して行った．なお，この実験は，

ダイアリー調査期間の差によるTFPの効果の差を検

証するものであるため，表1のステップ4にある最後

のフィードバックは行っていない． 
実験の調査票回収率は，それぞれ23%，20%，

33%，30%とダイアリー調査が1日の群の方が高く

なっている． 
実験の結果，TFPの群(フィードバックを行った

群)においては，ダイアリー調査を1週間行った群，

1日行った群ともに平日のCO2削減効果が有意であ

った(1週間は5%有意，1日は10%有意)．目的別では

通勤や仕事でのクルマ利用においても，CO2排出量

が減少していることが確認された． 
このことから，TFPの参加率を考慮すると1日の

ダイアリー調査をもとにした情報提供であっても，

1週間のダイアリー調査と同等のCO2削減効果を期

待できる可能性を示した．個人の情報秘匿義務を考

慮しつつ，パーソントリップ調査などのダイアリー

調査時にTFPを行うことにより，環境配慮交通行動

を促すことができる可能性があると報告されている． 

 

e)個別アドヴァイス型TFPの特徴と課題 

 a)～d)に述べた個別アドヴァイス型TFPの事例は，

いずれも個々人の交通行動の現状をダイアリー調査

により把握し，その客観的データをフィードバック

した上で，個別のアドヴァイスを行っている．つま

り,2.(2)に述べたコミュニケーション技術のうち,ア

ドヴァイス法とフィードバック法を主要なツールと

して用いていることが特徴である．そしてこの一連

の手順により,いずれの事例においても自動車トリ

ップあるいはCO2排出量が減少しており,TDMの一

手法として有効であったことが報告されている[2]． 
一方,これらの手順における行政やコンサルタン

ト等，調査者の作業は，プログラム全体の管理運営

に加えて，ダイアリー調査結果の入力･集計･分析，

個別アドヴァイスの提供，個々人への診断カルテ･

最終カルテの作成など多岐にわたる．さらに，TB
法や札幌TFPでは，対象地域の公共交通機関の時刻

表，路線網図，公共交通イベント案内など，その地

域限定の情報提供も行っている．各事例とも一定の

クルマ削減効果があったとされているが，これら作

業のコストは転換意向別TFPのコストと比較して多

大なものであり，個別アドヴァイス型TFPの他地域

への展開を困難にしている一因と考えられる [3]．

(同じ土俵での比較ではないが，a)～d)の事例で1人
あたりのコストがもっとも大きいのはTB法，次に

札幌TFP，そして金沢TFP，大阪TFPと推察される
[4]．) 
このコストを低減させるために，札幌TFPでは診

断カルテコメント作成のためのエキスパートシステ

ムが開発され13)，金沢TFPではコーディネーターが

養成され21)，大阪TFPではダイアリー調査期間短縮

の実験がなされた22)のである．しかし，もっとも手

間と時間がかかる｢個別アドヴァイスの提供｣の作業

を簡略化あるいは抜本的に改変しなければ，大幅な

コスト低減は見込めないのが現状である[5]． 
またTFPは，ダイアリー調査とフィードバックを

繰り返す単純で実施容易なプログラムに捉えられが

ちであるが，その本質は，「双方向の対人コミュニ

ケーション」である．こうした対人コミュニケーシ

ョンによって他者の行動の自主的な変容を期待する

ならば，少なくとも次の3つの点には十分に配慮す

ることが必要であることが，藤井5)によって指摘さ

れている．すなわち， 
 

① 被験者にきちんと向き合い，敬意を表した文

言を心がけること， 

 

② クルマ利用を全否定することは，対象者の行

動全てを頭から一面的に否定することになり

かねない．それ故，「もしも可能なら，こう

いうときはクルマ以外を使ってみてはいかが

でしょうか」などの，二面的な文言を心がけ

ること， 

 

③ クルマを使わない交通行動方法を可能な限り

具体的に提示すること， 

 

これらの三点に配慮するノウハウは，資料を一読

して身に付く類のものではなく，細心の注意を払っ

たとしても，被験者に受け入れてもらえない可能性
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もある．｢個別アドヴァイス｣の質によりプログラム

の効果が大きく左右されることは容易に予想できる

が，この質を高く均一にすることは，調査者にその

多くを依存してしまうため，困難であるかもしれな

い．このことからも，多くの地域に今直ちに個別ア

ドヴァイス型TFPを適用することは難しいと考えら

れる[6]． 
 

４．おわりに 
 

 本研究では，TDMの心理的方略TFPの定義を明確

にし，コミュニケーション方法の差による手法の分

類を行った．そしてその分類に基づき，各々の事例

をレビューした．本章ではこれらの特徴と実務的課

題をまとめ，より効果的なTFPに向けた方向性を述

べる． 
 

(1)TFPの現状と課題 

 2．と3．に述べたように，従来のTFPは転換意向

別アドヴァイス型TFPと，個別アドヴァイス型TFP
の2つに分類できる．いずれの手法も行動変容を促

す一定の効果があったとされており，心理的方略の

有効性を示唆している． 
転換意向別アドヴァイス型TFPは，被験者を交通

行動変容の見込み度合いにより分類し，見込みの高

い被験者にのみ接触することにより，低コストで行

動変容を促すことができる．しかし反面，現時点で

クルマを多用している層を対象外とすることで，長

期的な社会的ジレンマの解決策としては限界がある

と考えられる． 
個別アドヴァイス型TFPは，地域コミュニティを

対象とし，ダイアリー調査と個別アドヴァイスを含

むフィードバックを複数回行う手法である．現時点

での交通行動属性に依らず，全ての参加者にそれぞ

れ適切と考えられるアドヴァイスを行い，交通行動

変容を促すきめ細かなプログラムといえる．反面，

ダイアリー調査や個別アドヴァイスに多大なコスト

とノウハウが必要となるため，プログラムを容易に

実践しにくいという課題がある． 
これらの課題を克服し，それぞれの長所を活かし

ながら，限られた予算の中でより効果的に，自主的

な交通行動変容を促す手法の開発が望まれる． 
 
(2)今後の方向性について～行動プラン法の提案～ 

 以上に述べた課題を克服するための今後の方向性

として，本稿2.(2)にて述べた“行動プラン法”を

TFPに取り込む方法が考えられる． 
 繰り返しになるが，行動プラン法は，集団アドヴ

ァイス法や個別アドヴァイス法と同様に，“実行意

図”の形成を促進するものである．ここに実行意図

とは，「いつ，どこで，こうしよう」という形の行

動プランを自ら策定し，それを実行しようとする意

図である．そして，実行意図は，このような具体的

な心理要因であるが故に，それが形成されるか否か

が現実の行動変容が生じるか否かにとっても最も重

大な影響を及ぼす心理要因であることも知られてい

る3）4）5） 28）． 
 集団アドヴァイス法や個別アドヴァイス法は行動

プランの策定を“間接的”に支援するものである．

もちろん，本稿で概観した従来の様々なＴＦＰが実

際に行動変容を導いたことからも明らかなように，

そうした間接的支援であっても，実行意図の形成を

うながし，行動変容を促進することは間違いない．

しかしながら，行動プラン法は，“直接的”に行動

プランの策定を要請するものである．この本質的な

相違ゆえに，行動プラン法は，集団アドヴァイス法

や個別アドヴァイス法よりも，より高い確率で実行

意図の形成を促す事が期待されるのである．実際，

藤井4) 28)が報告しているように，アドヴァイス法で

は人々の行動が変容しないにも関わらず，行動プラ

ン法を用いれば行動変容が生じたという事例，ある

いは，ロードプライシングを実施しても行動が変容

しないにも関わらず，行動プラン法を併せ用いるこ

とで行動変容が生じた事例などが報告されている． 
 さらに，行動プラン法をTFPに導入することで，

プログラムの実施に伴うコストが大幅に削減できる

ことが期待される．なぜなら，行動プラン法では，

コミュニケーションの対象者一人一人が，自らの行

動を振り返り，どのように行動すべきかを検討する

からである．政策実施者が行うことは，対象者が行

動プランを策定しやすい様に適切に教示し，行動プ

ラン策定にあたって必要となるであろう情報を事前

に提供することに過ぎない．その一方で，個別アド

ヴァイス法では，政策実施者が対象者一人一人につ

いて個別的なアドヴァイスを検討する必要がある．

いわば，個別アドヴァイス法において政策実施者が

一人一人に対して，限られた情報に基づいて類推し

ながら行っていた作業を，行動プラン法では，対象

者一人一人が，自らの身の回りについて熟知してい

る状況を勘案しながら，政策実施者の代わりに実行

するのである．この様に考えるなら，行動プラン法

において政策実施者の実施コストが大幅に削減でき

ることは言うまでもなく，その上，行動変容がより

高い確率で生じうることも予測されうるだろう． 
 行動プラン法が行動変容を導く可能性が高いこと

は様々な実証実験より明らかにされているが28) ，
自動車利用抑制を目的としたTFPに導入された事例

は，国内外を問わず未だ報告されていない．今後は， 

従来のTFP実践事例で得られた知見を活かし，より

効果的なプログラムを目指すために，｢行動プラン

法｣など新しい手法を取り入れた実践とその効果の

分析･把握が望まれる． 
 

注 
[1] 文献5)において,文献28)の分類を修正し,ここに引用

した4つの方法に分類した． 

[2] ただし,これらの事例では,図1に示す行動変容プロセ

スの右端「行動」結果のみが測定されており,その前

段プロセスのどこにどの程度有効であったかは実証さ
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れておらず,今後の課題としてさらなる実証実験が待

たれるところである． 

[3]もちろん,TFPを含むTDMの心理的方略は,道路の拡幅や

バイパスの整備といった交通容量を拡大する施策と比

べると,格段に少ない予算で持続的効果を期待できる

ものと筆者らは考えている．しかし,日本におけるTFP

は今のところ,都市交通計画や環境など一部の部局で

実験的に取り扱われており,このままでは施策として

十分な予算を割くことができないことが予想される．

この状況を打破するためには,TDMの心理的方略と構造

的方略を交通渋滞対策の両輪として位置付け,交通容

量拡大施策とのバランスを考慮した上で予算配分を行

う等の措置が必要となる．そしてこの前提として,国

あるいは自治体の都市交通計画等にTDMの心理的方略

を謳うことが必須となる． 

[4]個別アドヴァイス型TFPのコストとして,Travel 

Blending Programの現地担当者へのヒアリング結果に

おいては,調査票の配布回収やフィードバック作成な

どを管理するシステムが完成していることを前提とし

て,2000人以上を対象としたプロジェクトの場合,一人

当たり約1万円かかるとのことであった． 

[5]筆者らの札幌TFPにおける試算では,個別アドヴァイス

型TFPの運営人件費の3～4割程度が個別アドヴァイス

(札幌TFPにおける診断カルテ)の作成にかかっている．

これは,個別アドヴァイスのためには個々人の交通行

動データの整理が必要であることと,個別アドヴァイ

スを決定する作業は世帯全体の交通行動を見据えた上

で適切なコメントを選ぶ等,ある種専門的な判断力を

必要とし,単純作業ではないことに起因する． 

[6]なお,個別アドヴァイス法は後述する行動プラン法よ

りも被験者の負担の少ない受動的なプログラムである

ことから,比較的参加度（参加率）が高くなることが

予想される．このため,行動プラン法と個別アドヴァ

イス法を,事前調査した被験者特性（受動的コミュニ

ケーションと能動的コミュニケーションのどちらが適

しているか等）で使い分けることができれば,個別ア

ドヴァイス型TFPの長所（参加しやすいこと）を活か

し,短所(高コスト)を克服することができるかもしれ

ない． 
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A TRAVEL FEEDBACK PROGRAM AS A MEASURE OF PSYCOLOGICAL 
STRATEGY FOR TRANSPORTATION DEMAND MANAGEMENT 

 
Ayako TANIGUCHI, Satoshi FUJII, Fumihiro HARA, Shin'ei TAKANO, Sei'ichi 

KAGAYA 
 

In this study, we defined Travel Feedback Program (TFP) as a measure of psychological solution for 
Transportation Demand Management (TDM), and classified existing methods depending on the technical 
differences of communication. The existing TFP methods are classified two types, a one is to provide 
people with advices of travel behavior depends on their strength of intention to change the travel mode 
and the other is to provide people with individualized advices of their travel behavior. We reviewed past 
studies of TFP according to this classification, and suggest the new direction to develop more effective 
psychological solution for TDM. 

 
  

 

 

 

 

 


